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 区  受付場所  住所  電話番号 

 中区  中区役所区政調整課  中区国泰寺町一丁目6番34号  504-2543 

 東区  東区役所区政調整課  東区東蟹屋町9番38号  568-7703 

 南区  南区役所区政調整課  南区皆実町一丁目5番44号  250-8933 

 西区  西区役所区政調整課  西区福島町二丁目2番1号  532-0925 

 安佐南区  被災者支援総合窓口  安佐南区古市一丁目33番14号  831-4925 

 安佐北区  被災者支援総合窓口  安佐北区可部四丁目13番13号  819-3903 

 安芸区  安芸区役所区政調整課  安芸区船越南三丁目4番36号  821-4903 

 佐伯区  佐伯区役所区政調整課  佐伯区海老園二丁目5番28号  943-9703 

郵送でも受付 持参するもの 
 

●手続きに共通して必要となるもの 

（ア）振込先の金融機関名、口座番号等がわかるも

の(申請者名義のもの) 

（イ）印鑑（法人の場合は代表者印） 

（ウ）自動車運転免許証・健康保険証 

（申請者や代理申請者の本人確認ができるもの） 

 

●区分に応じたその他の必要書類 

口
座
振
込
み
で
す 

 

・申請書(押印したもの） 

・左記（ア）及び（ウ）のコピー 

●区分に応じたその他の必要書類 

 

≪郵送先≫〒730-8586 広島市役所企画総務局 

             総務課 義援金係 

電話：０８２－５０４－２７９２ 

ＦＡＸ：０８２－５０４－２１６９ 

受付場所 

１０月３日 緑井7丁目の方々の「住宅支援を求める要望書」 
提出・交渉に同席しました。 

裏面へ→ 



新たに対象となったもの及び配分額 

区分 配分対象 配分額(万円) 

住
家
以
外
の
建
物
・物
件
被
害
等 

①店舗、事業所等の事業用建物

に被害を受けた営業者（個人又は

法人）に対する義援金 

 

②貸家・貸店舗等に被害を受けた

所有者（個人又は法人）に対する

義援金 

①店舗、事業所等の事業用建物に床下浸水（土砂流入）以上の被害を受けた

営業者（個人又は法人※）※ 中小企業以外の企業 

 

②貸家・貸店舗等に床下浸水（土砂流入）以上の被害を受けた所有者（個人又

は法人※）※ 中小企業以外の企業 

10 

①店舗、事業所等の事業用建

物に床下浸水（土砂流入）以上

の被害を受けた営業者（個人又

は法人※）※ 中小企業以外の

企業を除く。 

 

②貸家・貸店舗等に床下浸水

（土砂流入）以上の被害を受け

た所有者（個人又は法人※）※ 

中小企業以外の企業を除く。 

全壊 250 

大規模半壊 187.5 

半壊 125 

床上浸水 25 

一部破損、床下浸水（土砂流入） 10 

③農地、駐車場等の事業用地に

被害を受けた営業者等（個人又は

法人）に対する義援金   

土砂流入の被害を受けた土地を農地や事業用地として使用していた者等（個

人又は法人） 
10 

④居住用の空き家に被害を受け

た所有者に対する義援金 

転勤等の事情で一時的に住所

を異動し、不在であった空き家

の所有者で、床下浸水（土砂流

入）以上の被害を受けた者 

全壊 250 

大規模半壊 187.5 

半壊 125 

床上浸水 25 

一部破損、床下浸水（土砂流入） 10 

そ
の
他
の
被
害 

①周辺被害のため居住できな

かった世帯に対する義援金 

指定の区域内※において、住家に被害がなく、第１次配分の対象になっていな

い世帯 

※9月2日12時現在の避難勧告区域（安佐南区の八木、緑井地区の一部） 
10 

②宅地への土砂流入により被害

を受けた世帯に対する義援金 

住家に被害はないが、住家及びその周辺で一体的に利用している土地に土砂

が流入し、納屋、外構、車庫等に被害を受けた世帯（第１次配分の対象となっ

ている世帯を除く。）  
10 

③崩壊・流失した住家敷地を補修

した者に対する義援金 

住家に被害はないが、擁壁の崩壊等その敷地が損壊したため、その補修を

行った者（第１次配分の対象となっている者を除く。） 
25 

公
的
支
援
の
対
象
と
な
り
得
る 

も
の
の
自
費
負
担
等 

①自力で仮住宅を確保している世

帯に対する義援金 

自力で仮住宅を確保し家賃等を負担している世帯 

 

30 

②自費で住家を解体・撤去した者

に対する義援金 

半壊以上※の被害を受けた住家を自費で解体・撤去した者 

※このうち半壊の場合は、被災者生活再建支援法の被災世帯と認定されてい

ることが必要 

実費 

(限度) 

100 

安佐南区・安佐北区の総合窓口では、義援金の申請時に 

・ご自宅の再建・修理に関する相談 

・仮住宅の提供・借り上げ住宅への切り替え(家賃補助) 
に関する相談にもお応えします。 
 

詳しくは広島市都市整備局住宅政策課にお問い合わせください。 

電話：０８２－５０４－２２９２ 


